
対前々年度

計 女 増減率

11,885 5,884 ▲ 5.7

うち中高年齢者 6,862 2,939 ▲ 1.1

うち雇用保険受給者 3,765 1,913 ▲ 1.6

5,369 2,593 ▲ 1.7

うち中高年齢者 3,034 1,257 3.1

うち雇用保険受給者 2,100 1,052 1.0

9,413 4,702 ▲ 23.8

うち中高年齢者 5,820 2,508 ▲ 18.3

うち雇用保険受給者 2,434 1,208 ▲ 20.2

2,520 1,371 ▲ 15.4

うち中高年齢者 1,573 774 ▲ 7.5

うち雇用保険受給者 689 375 ▲ 8.5

21.2 23.3 ▲ 2.4

24,955 ※ ▲ 10.2

うち常用 23,645 ※ ▲ 9.0

6,217 ※ ▲ 9.0

うち常用 5,906 ※ ▲ 7.8

2,525 ※ ▲ 16.5

うち県外から 68 ※ ▲ 37.6

10.1 ※ ▲ 0.8

　  　   3)数値の単位は、特に表示がない限り、件、人、％又はポイント。　4）▲印は、減少率（差）である。

　  　   5)平成16年11月から求職申込書における「性別」欄の記載が任意になったことに伴い、男女別の合計は男女計の値と必ずしも一致しない。
　  　   6)中高年齢者とは、45歳以上の者。　7）常用とは、雇用期間の定めのない仕事、又は4か月以上の雇用期間が定められている仕事を指す。

充足率 ※ 10.6 10.9 ▲ 0.5

　(注)  1)新規学卒者を除き、パートタイムを含む。　2）各欄の数値は、記載のない限り原数値である。

充
　
足

充足数 ※ 2,794 3,025 ▲ 9.6

※ 91 109 ▲ 25.3

求
　
 

人

新規求人数 ※ 26,392 27,780 ▲ 5.4

※ 24,942 25,977 ▲ 5.2

月間有効求人数(月平均) ※ 6,495 6,829 ▲ 4.3

※ 6,142 6,406 ▲ 3.8

就
　
 

職

就職件数 1,149 2,741 2,979 ▲ 8.1

799 1,633 1,700 ▲ 3.7

314 664 753 3.8

就職率 19.2 22.4 23.6 ▲ 1.2

紹
 

介

紹介件数 4,710 10,560 12,346 ▲ 10.9

月間有効求職者数(月平均) 2,775 5,447 5,462 ▲ 1.4

1,777 2,994 2,943 1.3

3,312 6,215 7,125 ▲ 6.4

1,226 2,389 3,050 1.9

1,047

項　目 男 計 計 増減率

　
　
求
　
　
　
職

新規求職申込件数 5,995 12,210 12,607 ▲ 2.7

3,922 6,848 6,941 0.2

1,851 3,730 3,828 0.9

2,068 2,080 1.5

（注）全国及び愛知の各月有効求人倍率は季節調整値である。なお、安定所の数値は季節調整を行っていないため全て原数値である。

一般職業紹介状況
年　月 令和7年度 令和6年度 令和5年度 対前年度

（注）正社員有効求人倍率＝正社員有効求人数／常用フルタイム（一般）有効求職者数。なお、常用フルタイム有効求職者にはフルタイムの

　　　派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

求人
関係

新規求人数は24,955人で、前年度26,392人に比べて5.4％減少し、前々年度27,780人に比べて10.2％減少した。
月間有効求人数は6,217人で、前年度6,495人に比べて4.3％減少し、前々年度6,829人に比べて9.0％減少した。

求職
関係

新規求職者数は11,885人で、前年度12,210人に比べて2.7％減少し、前々年度12,607人に比べて5.7％減少した。
月間有効求職者数は5,369人で、前年度5,447人に比べて1.4％減少し、前々年度5,462人に比べて1.7％減少した。

正社員有効求人倍率 1.12 1.15 1.22 ▲ 0.03 ▲ 0.10

有効求人倍率 1.16 1.19 1.25 ▲ 0.03 ▲ 0.09

対前々年度増減差

新規求人倍率 2.10 2.16 2.20 ▲ 0.06 ▲ 0.10

ハローワーク 業務年報 令和7年度
岡崎公共職業安定所

項目　　　　 　　　 　　　　　　　年月 令和7年度 令和6年度 令和5年度 対前年度増減差

窓口の動き

1.42

1.25
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1.34
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パートタイム職業紹介状況(令和7年度計)
年　月

障害者の職業紹介状況(令和7年度計)

新規求人の主要産業別状況(令和7年度計)

パート

13.7

▲ 19.0

▲ 48.6

 繊維工業 ▲ 39.3

 木材・木製品製造業 －

 印刷・同関連業 ▲ 60.0

 プラスチック製品製造業 ▲ 19.6

 窯業・土石製品製造業 ▲ 66.7

 鉄鋼業 ▲ 25.0

 金属製品製造業 52.2

 はん用機械器具製造業 24.1

 電気機械器具製造業 ▲ 100.0

 情報通信機械器具製造業 100.0

 輸送用機械器具製造業 ▲ 6.3

140.0

 情報サービス業 153.8

▲ 12.2

▲ 9.6

▲ 21.9

▲ 8.5

▲ 14.7

▲ 15.9

4.8

▲ 9.2

(注）1   主要産業であるため、全産業計とは一致しない。一般には臨時・季節を含む。

　　  2  令和6年4月以降については令和5年7月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和6年3月以前については平成25年

　 　　10月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分。

▲ 3.1 ▲ 3.3計 24,955 15,883 15,679 9,072 ▲ 5.4

0.8 1.0 サービス業(他に分類されないもの) 5,516 3,892 3,815 1,624 1.9

▲ 3.4 ▲ 4.1

 社会保険・社会福祉・介護事業 4,584 1,817 1,786 2,767 ▲ 9.9 1.1 0.0

 医療、福祉 6,558 2,911 2,878 3,647 ▲ 10.0

▲ 22.3 ▲ 22.3

 宿泊業，飲食サービス業 905 476 474 429 ▲ 11.0 ▲ 13.1 ▲ 13.3

 金融業，保険業 276 87 87 189 ▲ 22.0

 卸売業，小売業 3,463 2,702 2,695 761 2.3 6.3 6.1

 運輸業，郵便業 1,543 1,170 1,159 373 ▲ 3.9

46 13 13 33 206.7 550.0 550.0

▲ 0.9 ▲ 1.1

 情報通信業 49 13 13 36 104.2

－

656 552 551 104 ▲ 0.2 1.1 4.8

11 7 6 4 266.7 600.0

44.4 44.4

▲ 11.3

30 30 30 － ▲ 25.0 ▲ 23.1 ▲ 23.1

294 227 227 67 ▲ 5.2 ▲ 11.3

▲ 73.1

154 119 119 35 18.5 11.2 11.2

10 7 7 3 ▲ 66.7 ▲ 73.1

▲ 19.6

130 122 122 8 ▲ 7.1 5.2 5.2

280 190 180 90 ▲ 17.2 ▲ 15.9

35 18 18 17 ▲ 46.2 ▲ 51.4 ▲ 51.4

10.9

11 9 9 2 10.0 80.0 80.0

62 51 51 11 34.8 10.9

 食料品製造業 157 49 49 108 ▲ 47.7

▲ 2.0 ▲ 2.6

 製 造 業 2,545 1,894 1,882 651 ▲ 11.7 ▲ 8.9 ▲ 8.3

 建 設 業 2,129 1,889 1,850 240 ▲ 0.5

▲ 45.6 ▲ 44.9

 産 業 うち常用 うち常用

224 3

                    新規求人 対前年度増減率

全数 一般 パート 全数 一般

就職件数 334 59 24 48 18

708 24

有効求職者数(月平均) 1,391 354 155 124 34 883 30

新規求職申込件数 1,064 237 96 95 24

項　　　目 精神障害者 その他障害者身体障害者 知的障害者
　　　 　　　　　計 重度 重度

▲ 11.5

月間有効求人数(月平均) 2,230 ※ 2,409 2,477 ▲ 7.4 ▲ 10.0

新規求人数 9,072 ※ 9,995 10,255 ▲ 9.2

▲ 4.5

就職件数 1,411 886 1,529 1,611 ▲ 7.7 ▲ 12.4

月間有効求職者数(月平均) 2,219 1,305 2,266 2,323 ▲ 2.1

岡崎公共職業安定所
令和7年度 令和6年度 令和5年度 対前年度 対前々年度

増減率

新規求職申込件数 4,812 2,850 4,878 5,191 ▲ 1.4 ▲ 7.3

項　目 計 女 計 計 増減率



対前々年度
増減率

5,770 ▲ 0.6

20,561 2.7

20,065 5.3

11,035 6.8

4 0.0

110,529 3.6

基本 受給者実人員 16,862 ▲ 8.8

給付 支給金額 478,153,419 ▲ 8.2

再就職 受給者実人員 － －

給付 支給金額 － －

育児 基本 受給者実人員 14,381 7.8

休業 給付 支給金額 2,087,446,981 18.0

受給者数 68 ▲ 2.9

支給金額 15,085,673 ▲ 13.7

4,436 ▲ 1.8

4,180 5.3

1,503 8.1

2,542,855,964 12.9

受給者数 1,163 ▲ 0.5

支給金額 289,568,043 6.5

受給者数 276 4.2

支給金額 10,302,414 3.9

受給者数 221 ▲ 14.3

支給金額 32,212,630 ▲ 21.9

受給者数 5 0.0

支給金額 650,484 ▲ 0.0

受給者数 1,103 ▲ 4.5

支給金額 514,298,853 6.3

受給者数 225 ▲ 6.6

支給金額 35,445,665 ▲ 9.1

受給者実人員 2 ▲ 66.7

支給金額 571,825 ▲ 80.3

【ハローワークからのお知らせ】

  ～ 障害者の法定雇用率が段階的に引き上げられます。（令和８年７月以降） ～

 

特定求職者雇用開発助成金 447 114,453,306 488 116,319,976

雇用調整助成金（休業）　　　　 19 4,609,752 69 25,153,442

各種助成金
年　月 令和7年度累計 令和6年度累計

項　目 件　　数 　　　支給額　　 件　　数 　　　支給額　　

▲ 82.0

就業促進 219 241 2.7

定着手当 39,363,271 38,986,314 ▲ 10.0

1,120 1,155 ▲ 1.5

手当 478,290,225 484,005,476 7.5

就
職
促
進
給
付

常用就職 11 5 ▲ 54.5

支度手当 2,017,116 650,556 ▲ 67.8

再就職

就業 6 6 ▲ 66.7

手当 3,185,460 2,903,903

訓練給付 37,266,459 41,228,366 ▲ 13.6

一般教育 257 265 7.4

訓練給付 10,422,343 9,914,626 ▲ 1.2

1,187 1,169 ▲ 2.0

者給付 287,209,126 271,988,714 0.8

専門実践教育 251 258 ▲ 12.0

22,207,818 17,472,649 ▲ 32.1

給
　
　
　
　
　
　
付

基
本
手
当
基
本
分

一
般
求
職
者
給
付

受給資格決定件数 4,352 4,517

支給金額　　　　　　　　 2,288,133,796 2,252,865,372

教
育
訓
練
給
付

1.9

初回受給者数 3,863 3,971 8.2

受給者実人員 1,408 1,391 6.7

11.1

高年齢求職

－

－ － －

13,422 13,336 7.1

雇
用
継
続
給
付

高
年
齢

17,729 18,498 ▲ 4.9

508,855,624 520,598,181 ▲ 6.0

－ －

1,880,852,060 1,769,445,956 11.0

介護休業給付
82 70 ▲ 17.1

3月末現在被保険者数 107,974 106,729 2.4

19,309 19,063 3.9

離職票交付枚数　　　　　　　　　　　　 （枚） 10,489 10,333 5.2

※受給資格決定件数は速報値であり、修正があり得る

雇用保険取扱状況 岡崎公共職業安定所
年  度

令和7年度 令和6年度 令和5年度
対前年度

項　目 増減率

適
　
　
　
　
　
　
 
 

用

3月末現在適用事業所数　　　　　　　　（所） 5,830 5,806 ▲ 1.0

資格取得者数 20,782 20,028 ▲ 1.1

資格喪失者数

うち短期特例者 4 4 0.0

【お問合せ先】

ハローワーク岡崎 企業支援部門

0564-52-8609（部門コード31＃）

詳細はこちら↓

障害に関係なく、希望や能力に応じて、誰もが職業を通じた社会参加のできる「共生社会」実現の

理念の下、全ての事業主に、法定雇用率以上の割合で障害者を雇用する義務があります。


